
 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（1）／ 2005/05/27 11:09（2005/05/27 11:09）／ 2k_04219483_01_os2横河電機様_招集_株主各位_P.doc 

1

  証券コード 6841
  平成17年６月３日

株 主 各 位  

 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号

 横 河 電 機 株 式 会 社
 代表取締役社長 内 田  勲

第129回定時株主総会招集ご通知 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 
 さて、当社第129回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご案内申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の行
使についての参考書類」をご検討賜り、以下のいずれかの方法により議
決権を行使していただきますようお願い申しあげます。 
［郵送による議決権の行使］ 
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示、ご押印のうえ、平成17年
６月23日までに到着するようご送付ください。 
［インターネットによる議決権の行使］ 
パソコンから議決権行使サイト(http://www.it-soukai.comまたは
https://daiko.mizuho-tb.co.jp)にアクセスしていただき、平成17
年６月23日までに賛否をご登録ください。詳細につきましては、39
頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照くださ
い。 

敬 具 
記 

１．日  時  平成17年６月24日（金曜日）午前10時 
２．場  所  東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 本社 大会議室 

(末尾の｢株主総会会場ご案内図｣をご参照ください。) 
３．会議の目的事項 
報告事項 １．第129期(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)

営業報告書、貸借対照表および損益計算書報告の
件 

２．第129期(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)
連結貸借対照表および連結損益計算書ならびに会
計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件 

決議事項 
第１号議案 第129期利益処分案承認の件 
第２号議案 定款一部変更の件 

(議案の要領は後記の33頁および34頁に記載のとおりであります。) 
第３号議案 取締役７名選任の件 
第４号議案 監査役１名選任の件 

以 上                                  
（お願い）当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申しあげます。 
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(添付書類) 
 

営 業 報 告 書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 

Ⅰ．営業の概況 
 

１．企業集団の営業の経過および成果 

 

 当社グループの主要ビジネスである制御事業におきましては、前期に

引き続き海外市場が活発に推移したことに加え、国内市場においても設

備投資が堅調で、全体として好調に推移いたしました。また、計測機器

事業の主要分野である半導体関連市場では、期後半にはデジタル家電等

の需要低迷の影響を受け、液晶駆動用の半導体や、いわゆるＳＯＣ、ロ

ジックＩＣへの設備投資が減速し調整局面に入りましたが、ＤＲＡＭや

フラッシュメモリ市場においての設備投資は活発に推移しました。 

 このような経営環境のなか、当社グループは、既存顧客からのさらな

る受注増や新規顧客の開拓による売上拡大を実現させるため、積極的な

拡販戦略を展開し受注、売上の拡大に努めてまいりました。一方で、グ

ローバルな視点での生産コストの改善に取り組むと同時に、抜本的なコ

スト構造改革の推進活動を展開し、製品の設計・開発から営業活動にい

たるまで、業務プロセス全般にわたる付加価値を向上させる取り組みを

展開いたしました。 

 この結果、当期の連結売上高は3,870億円（前期比151億円、4.1％

増）と増収となり、連結営業利益は247億円（前期比65億円、35.6％

増）と、増収効果に加えて、構造改革施策の成果が顕在化したことによ

り、大幅な増益となりました。連結経常利益については224億円（前期

比70億円、46.0％増）となり、連結当期純利益は93億円（前期比149億

円、61.4％減）となりました。なお、前期において法人税等調整額234

億円（利益要因）を計上しております。 
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＜事業分野別概況＞ 

 事業分野別の概況は次のとおりです。 

 

制御事業 

 プラント向け制御システムを中心とする制御事業は、海外市場におい

て、石油、石油化学、天然ガスなどを中心に大型プロジェクトへの投資

が活発に推移しております。好調な事業環境を背景に、継続した開発投

資に基づく当社グループ製品の高い信頼性や、プロジェクト遂行能力の

高さが評価され、多くのプロジェクトの受注に結びつきました。その評

価がまた次の受注に結びつくという好循環につながってきております。

今後も、海外市場では大型プロジェクトが相次いで計画されているなど、

市場が拡大する見通しであることから、積極的に海外市場へリソースを

投入しグローバルＮｏ．１の企業集団になることを目標にしています。 

 その一環として、当期は、シンガポールに、生産制御システム向けの

アプリケーションソフトウエア開発を行う「シンガポール・ディベロッ

プメント・センター」を設立いたしました。英語や中国語など言語に堪

能な、マルチリンガルな人財を確保でき、また、中東、インド、アセア

ン、中国など今後市場規模拡大が期待できるエリアに近いなど、多くの

メリットを有するシンガポールを中心に、グローバルな視点で顧客ニー

ズを積極的に収集し、英語圏に対応したソフト開発やソリューション提

案ができる体制を構築いたしました。 

 一方で、当社グループのフィールド機器を米国ハネウェル社が世界市

場を対象に販売する契約を当社と米国ハネウェル社間において締結し、

従来の販路に加えたビジネスの拡大戦略を展開するとともに、大手石油

精製・石油化学会社や、エンジニアリング会社の本社・拠点が集中し、

世界のエネルギー産業の中心である米国テキサス州ヒューストンに、エ

ンジニアリングセンターを建設して、顧客に密着した積極的な営業活動

を展開するなど、北米における制御事業の事業拡大に取り組みました。 

 さらに、市場経済化の進展にともない産業発展の基盤となる計測・制

御の市場が急激に成長している中国を重点市場として位置付け、国内市

場からリソースを投入するなどシェア拡大を目指した取り組みを加速し

ております。 

 素材産業を中心としたリプレース需要が本格的に動き出している国内

市場においては、プロジェクト一つひとつの利益管理体制を強化するな

どビジネスの収益基盤の磐石化を図るとともに、積極的に受注活動を展
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開いたしました。 

 

計測機器事業 

 計測機器事業における半導体テスタ（半導体検査装置）ビジネスでは、

半導体関連市場が、デジタル家電の需要低迷の影響を受けて昨年９月頃

から調整期に入ったことから、第２四半期以降、液晶駆動用半導体や、

ＳＯＣ向けテスタなどの受注が低迷いたしました。一方で、当初安藤電

気株式会社とともに開発した主力のメモリ向けテスタは、既存顧客から

の継続的な受注拡大と新規顧客の開拓が着実に進展し、前期と比べて大

幅に受注、売上を伸ばしました。 

 また、技術革新が著しい半導体市場のニーズを的確に捉え、液晶駆動

用半導体向け、ロジックＩＣ向け、メモリ向けテスタなどの新製品を相

次いで市場へ投入することにより、マーケットシェアの拡大はもとより、

新市場、新規顧客の獲得を積極的に展開してまいりました。 

 通信・測定器ビジネスでは、安藤電気株式会社との事業統合効果を最

大限に引き出し、製品開発のスピード・効率を向上させ、市場ニーズへ

の対応力を強化するため、開発を中心としたリソースを本社（東京都武

蔵野市）へ集約させ、営業部門と開発部門を一体化することで、顧客

ニーズを製品開発に迅速に反映させる体制を構築いたしました。しかし

ながら、主要市場である光通信関連の市況が引き続き低調に推移したこ

とから、通信・測定器ビジネスは厳しい状況で推移いたしました。 

 

情報サービス事業 

 情報サービス事業においては、当社が強みを発揮できる領域にリソー

スを集中してビジネスを展開いたしました。医療用画像情報を管理する

システムビジネスに注力する一方で、顧客の経営効率化に向けた製造業

向けソリューションビジネスを展開いたしました。 

 

航機その他事業 

 航機その他事業においては、欧州エアバス社向けフラットパネルディ

スプレイを中心に、民需ビジネスの拡大に努めると同時に、診療報酬の

適用対象となった脳磁計のビジネスに注力し、受注の拡大に努めてまい

りました。 
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２．企業集団の対処すべき課題 

 

 当社グループは、顧客の経営効率の革新に貢献するために、ソリュー

ション提案力をさらに強化してまいります。顧客の課題を発掘し、その

課題への解決策を提供し、顧客の付加価値を創造することで顧客から評

価をいただくというビジネスモデルをグローバルに確立し、真のソ

リューションプロバイダーになることにより、収益性を向上させ、「高

付加価値＆高収益企業」を目指してまいります。 

 当社グループは、2010年に制御分野でグローバルＮｏ．１の企業集団

になることを目指しており、そのためには海外市場での成長が鍵となり

ます。そのため、制御事業を中心に海外ビジネスを統括し、拡大加速さ

せる目的で、Yokogawa Electric International Pte. Ltd.を設立いた

しました。この新会社はシンガポールに本拠を置き、グローバルな視点

で、海外市場における基本戦略の策定や目標設定、営業・エンジニアリ

ングそしてサービスの機能を統括します。ビジネスの軸足を海外に置き、

当社グループが世界中に保有するリソースを効率的に運用し、海外ビジ

ネスを加速・拡大してまいります。 

 成長著しい中国市場でのビジネス拡大については、韓国、台湾の市場

を含めて積極的な事業展開と受注拡大に向けた取り組みを進めてまいり

ます。経営執行レベルの人財投入はもとより、リソースを集中して、

2010年に市場規模4,000億円と予想される中国市場で、シェア30％、

1,200億円以上の売上を確保するべく、積極的な取り組みを展開してま

いります。 

 国内の制御市場については、1980年代から1990年代にかけて建設され

たプラントの更新が、設備の合理化や効率化をともなって今後本格的に

進むことが予想されます。製品、技術の信頼性はもとより、顧客対応力

を含めた総合的なソリューション提案力を武器に、積極的にシェア拡大

を進めてまいります。 

 計測機器事業における半導体テスタビジネスでは、競争力の強い新製

品の開発、タイムリーな市場投入を行い、既存顧客からの受注拡大と新

規顧客の開拓を積極的に行ってまいります。また、通信・測定器ビジネ

スでは、回復の兆しが見える光通信測定器市場に向けたマーケティング

を重視し、新製品の開発期間を短縮して、顧客ニーズに合致した戦略製

品のタイムリーな市場投入により、受注、売上の拡大を図ってまいりま

す。 
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 また、薄型テレビなどフラットパネルディスプレイの本格普及を視野

に入れた新製品として、第８世代（2,200㎜×2,400㎜）のマザーガラス

にまで対応できる大型超精密ＸＹステージ「Ｂｒｉｄｇｅ Ｓｔａｇｅ」

を市場投入いたしました。市場が求める品質、納期、コストを実現する

画期的な新製品で、第８世代への市場移行にともなう設備更新を捉えて、

今後、積極的な販売活動を展開してまいります。 

 将来を見据えた、差別化できる新技術や新事業の開発は、当社グルー

プの経営にとって極めて重要な課題です。当社は本年１月に、世界最速

の40Ｇｂｐｓの光パケットスイッチによる画像伝送に成功し、光モ

ジュールビジネスと合わせて、光通信機器ビジネスに参入いたしました。

次世代光通信ネットワークのコア技術となる光パケットスイッチの実用

化は2015年頃とみられていましたが、独自の化合物半導体技術を核に、

他社に先駆けて実用化に成功いたしました。光通信ネットワークについ

ては、今後、インフラ整備に向けた大型の投資が継続され、市場が拡大

することが見込まれることから、事業展開を加速し、この分野でのデ

ファクトスタンダード化を目指してまいります。また、医薬品の開発工

程、いわゆる創薬における活用が期待されている共焦点顕微鏡について

は、世界各国の大学や研究機関での採用が進んでおります。本年４月に

は、石川県金沢市において、脳機能の研究や臨床分野に利用される脳磁

計の開発拠点の建設に着手いたしました。この分野でのビジネス拡大に

注力してまいります。医療および創薬分野の市場開拓に取り組み、ライ

フサイエンス事業の立ち上げに繋げてまいります。 

 コスト構造改革への取り組みについては、原価をいくら下げるという

発想ではなく、市場価格に合った原価でものを作るという考え方で新製

品の設計や既存製品の再設計に取り組んでまいりました。この活動の効

果をさらに拡大するために、新たに原価企画本部を発足させ、コスト構

造改革に関わる全社のリソースを集中させることにより、改革を加速さ

せてまいります。併せて、品質、納期、コストを確保する製造技術を確

実に伝承していくために設立した専門組織「ものづくりセンター」に、

高付加価値生産で必要となる高度な製造技能を集約し、その技能の伝承

と人財の育成に取り組んでまいります。 

 当期も引き続き既存部門の強化と新規市場の開拓による売上の拡大を

図ると同時に、原価低減を強力に推進し、利益の拡大を図り、株主の皆

様のご期待にお応えしていく所存です。 
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３．企業集団の資金調達の状況 
 

 当連結会計年度は、社債または新株発行による資金調達は行っており

ません。 

 また、長期借入金の返済を進める一方で、機動的かつ安定的に資金調

達を行うために、平成17年３月に、金融機関14行との間で借入極度額合

計を200億円とする期間４年間のコミットメントライン契約を締結いた

しました。なお、当連結会計年度におけるコミットメントラインによる

借入はありません。 

 

４．企業集団の設備投資の状況 
 

 当連結会計年度において、主として、省力化・合理化および製品の信

頼性向上に向けた投資を実施し、当社グループの設備投資の総額は186

億円となりました。なお、当社における金沢事業所建設に係る投資等を

含んでおります。 

 

５．企業集団および当社の営業成績ならびに財産の状況の推移 

(1) 企業集団の営業成績および財産の状況の推移 

 （単位：百万円）

区 分 
平成13年度
第126期 

平成14年度
第127期 

平成15年度
第128期 

平成16年度 
第129期(当期) 

受 注 高 317,927 360,838 390,465 375,522 

売 上 高 310,828 328,766 371,943 387,053 

経 常 利 益 △  6,116 △  1,233 15,339 22,401 

当 期 純 利 益 △  23,112 △  26,232 24,300 9,372 

１株当たり当期純利益 △ 94円57銭 △108円39銭 99円84銭 38円43銭 

総 資 産 353,899 364,730 397,415 400,268 

純 資 産 169,057 131,784 160,346 168,751 

 （注）１．第127期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）およ

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用し、１株当たり当期純利益を算出しております。 

２．第129期（当期）より「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第19番の２第

２項に定める連結計算書類を作成しております。 
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(2) 当社の営業成績および財産の状況の推移 

 （単位：百万円）

区 分 
平成13年度
第126期 

平成14年度
第127期 

平成15年度
第128期 

平成16年度 
第129期(当期) 

受 注 高 169,026 192,762 234,994 235,407 

売 上 高 170,935 181,835 220,273 249,778 

経 常 利 益 △   712 △  1,765 8,576 15,896 

当 期 純 利 益 △  13,305 △  18,084 682 10,515 

１株当たり当期純利益 △ 54円35銭 △ 74円52銭 ２円80銭 43円23銭 

総 資 産 292,284 310,868 318,402 328,203 

純 資 産 175,165 148,456 153,125 162,744 

 （注）１．第127期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）およ

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用し、１株当たり当期純利益を算出しております。 

２．第128期より、「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成15年９月22日法務省令第68

号）による改正後の商法施行規則に基づいて計算書類を作成しており、従来の「当期利益」、

「１株当たり当期利益」は「当期純利益」、「１株当たり当期純利益」と表示しております。 

３．第128期より、「純資産」の区分を表示しております。 

４．当期より、「経常利益」の区分を表示しております。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．会社の概況（平成17年３月31日現在） 

 

１．企業集団の主要な事業内容 

統合生産制御システム、プログラマブルコントローラ、記録計、流量計、差

圧・圧力伝送器、分析機器、コンピュータ用電源、医療向け情報システム、

デジタルオシロスコープ、ＬＳＩテストシステム、ＩＣハンドラ、任意波形

発生器、オシログラフィックレコーダ、時間・周波数測定器、電力・温度・

圧力・光測定器、プロトコルアナライザ、通信用測定器、共焦点スキャナ、

再生中継型ＧＦ用信号処理部商用機、放送情報システム、エンジン計器およ

び制御機器、飛行航法・制御機器、航空機器総合試験装置、フラットパネル

ディスプレイシステム、脳磁計 他 

 

２．企業集団の主要な営業所および工場 

① 当 社 

本 社：東京都武蔵野市 

営業所：本社営業（東京都武蔵野市）、中部支社（名古屋市）、 

関西支社（大阪府吹田市）、中国支社（広島市）、 

九州支社（福岡市） 

工 場：本社工場（東京都武蔵野市） 

② 子法人等 

横河エレクトロニクス・マニファクチャリング株式会社 

本社工場（東京都あきる野市） 

甲府工場（山梨県甲府市） 

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 

横河電機（蘇州）有限公司（中国） 

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 

Yokogawa Corporation of America（米国） 

Yokogawa Europe B.V.（オランダ） 

 

３．株式の状況 

(1) 会社が発行する株式の総数 483,735千株 

(2) 発行済株式の総数 253,967千株 

(3) １単元の株式数 100株 

(4) 株 主 数 18,842名 



 

－  － 
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４．大株主の状況 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 出資比率 持 株 数 出資比率 

千株 ％ 千株 ％ 
日本マスタートラスト信託 
銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 

32,697 12.9 ― ― 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

22,068 8.7 ― ― 

第一生命保険相互会社 20,197 8.0 ― ― 

日本生命保険相互会社 16,132 6.4 ― ― 

み ず ほ 信 託 退 職 給 付 信 託 
み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 口 
再信託受託者 資産管理サービス信託 

6,643 2.6 ― ― 

野村信託銀行株式会社(信託口) 6,022 2.4 ― ― 

東京海上日動火災保険株式会社 4,694 1.8 0 0 

みずほ信託退職給付信託 
みずほ銀行口 再信託受託者 
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 

4,617 1.8 ― ― 

ガバメント オブ シンガポール 
イ ン ベ ス ト メ ン ト 
コーポレーション ピー リミテッド 

3,664 1.4 ― ― 

資産管理サービス信託銀行 
株 式 会 社 ( 信 託 Ｂ 口 ) 

3,644 1.4 ― ― 

 （注）当社は自己株式を10,742千株保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主および当

該大株主への出資状況より除外しております。 

 



 

－  － 
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５．自己株式の取得、処分等および保有の状況 

(1) 取得した株式 

普通株式 117,007株 

取得価額の総額 161,620,102円 

(2) 処分した株式 

普通株式 31,887株 

処分価額の総額 24,163,118円 

(3) 失効手続をした株式 

普通株式           該当ありません。 

(4) 決算期末において保有する株式 

普通株式 10,742,035株 

 

６．新株予約権の状況 

現に発行している新株予約権 

新株予約権付社債の発行決議の日 平成15年10月15日 

新株予約権の数 15,000個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 19,815,059株 

新株予約権の発行価額 無償 

新株予約権付社債の残高 30,000百万円 

 

７．企業集団の従業員の状況 

当 期 末 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 

18,972人 608人増 

 （注）従業員数は就業人員を記載しております。 

 



 

－  － 
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８．企業結合の状況 

(1) 重要な子法人等の状況 

会 社 名 資 本 金 
当 社 の
出資比率

主な事業内容 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ
ｏｆ Ａｍｅｒｉｃａ

1千米ドル 100.0％
計測・制御情報機器の製造、販
売、エンジニアリング 

Ｙｏｋｏｇａｗａ 
Ｅｕｒｏｐｅ Ｂ．Ｖ．

17,725千ユーロ 100.0 
計測・制御情報機器の製造、販
売、エンジニアリング 

横河エレクトロニクス・ 
マニファクチャリング株式会社

11,717百万円 100.0 
計測・制御情報機器
の製造 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｅｌｅｃｔｒｉｃ
Ａｓｉａ Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

31,020千 
シンガポールドル

100.0 制御情報機器の製造 

横河電子機器株式会社 300百万円 78.7 
防衛電子機器・食器
洗浄機の製造、販売 

横河トレーディング株式会社 395百万円 100.0 調達業務、輸出入業務 

横 河 商 事 株 式 会 社 90百万円 50.0 
計測・制御情報機器および電算機
等の販売、保険代理業 

Ｙｏｋｏｇａｗａ Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ
Ａｓｉａ Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

29,000千 
シンガポールドル

100.0 
計測・制御情報機器の販
売、エンジニアリング 

横河電機(蘇州)有限公司 2,600百万円 100.0 
計測・制御情報機器
の製造、販売 

 

(2) 企業結合の経過 

 サービス事業を統合する目的で、平成16年４月１日に、横河エ

ンジニアリングサービス株式会社のサービス事業を当社に事業統

合し、修理・校正・部品事業を横河エレクトロニクス・マニファ

クチャリング株式会社に事業統合しました。なお、平成16年10月

１日付で、横河エンジニアリングサービス株式会社は、横河ワ

イ・エフ・イー（現「横河フィールドエンジニアリングサービス

株式会社」）と合併しました。 

 通信・測定器事業を集約する目的で、平成16年４月１日に、安

藤電気株式会社を当社に事業統合し、平成16年10月１日付で、当

社がその営業を譲り受けました。 

 制御システム事業を強化する目的で、平成16年４月１日に、横



 

－  － 
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河エムアンドシー株式会社の制御事業を当社に事業統合し、平成

16年10月１日付で、当社がその営業を譲り受けました。 

 財務体質の強化を目的として、当社は、平成16年12月22日に横

河電機（蘇州）有限公司に対し10億円の増資引受けを行いました。 

 生産量増加に伴う運転資金増加に対応する目的で、当社は、平

成17年３月25日に、横河エレクトロニクス・マニファクチャリン

グ株式会社に対し45億円の増資引受けを行いました。 

 

(3) 企業結合の成果 

 連結子法人等は前連結会計年度に比し１社増加、３社減少し、

上記の重要な子法人等９社を含む80社であり、持分法適用会社数

については前連結会計年度に比し１社減少し、16社であります。 

 当連結会計年度の売上高は前連結会計年度の3,719億円に比し

4.1％増の3,870億円となり、当期純利益は前連結会計年度の243

億円に対し、当連結会計年度は93億円となりました。 

 

(4) その他の重要な企業結合の状況 

 該当事項はありません。 

 

９．主要な借入先の状況 

借入先が所有する当社の株式 
借 入 先 借入金残高 

持株数 出資比率 

百万円 千株 ％ 
明治安田生命保険相互会社 5,000 1,741 0.7 

第一生命保険相互会社 4,000 20,197 8.0 

日 本 政 策 投 資 銀 行 2,896 ― ― 

 （注）１．当社は、当社および当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株

式会社みずほコーポレート銀行、株式会社ＵＦＪ銀行、株式会社東京三菱銀行および株

式会社三井住友銀行と、借入極度額合計を200億円とする短期のコミットメントライン

契約を締結しております。また、株式会社みずほコーポレート銀行を主幹事とする金融

機関14行と、借入極度額合計を200億円とする期間４年間のコミットメントライン契約

を締結しました。なお、当期末日現在の借入残高はいずれもありません。 

２．当社は、株式会社みずほコーポレート銀行を幹事とする14行の協調融資によるシンジ

ケートローン契約を締結し、総額100億円を借り入れております。 



 

－  － 
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10．取締役および監査役の状況 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

代表取締役社長 内 田  勲  

取 締 役 永 島  晃 技術開発本部長 

取 締 役 勝 部 泰 弘 ＡＴＥ事業本部長 

取 締 役 八 木 和 則 コーポレート・マーケティング本部長 

取 締 役 高 橋 征 次 経営管理本部長 

取 締 役 木 村 和 彦 ソリューション事業本部長 

取 締 役 三奈木 輝 良 ＩＡ事業本部長 

取 締 役 内 藤 正 久 財団法人日本エネルギー経済研究所 理事長 

常 勤 監 査 役 溝 口 文 雄  

常 勤 監 査 役 内 海 岱 基  

監 査 役 櫻 井 孝 頴 第一生命保険相互会社 相談役 

監 査 役 橋 本  徹 ドイツ証券会社東京支店 会長 

監 査 役 引 馬  滋 中小企業信用リスク情報データベース運営協議会 代表理事 

（注）１．取締役のうち内藤正久氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

２．監査役のうち櫻井孝頴氏、橋本 徹氏および引馬 滋氏は、「株式会社の監査等に関する

商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

３．引馬 滋氏は、平成16年６月25日開催の第128回定時株主総会において新たに選任された

監査役であります。 

４．決算期後、平成17年４月１日付の組織変更に伴い、次のとおり取締役の担当に変更があり

ました。 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

取 締 役 勝 部 泰 弘 原価企画本部長 

取 締 役 木 村 和 彦 ソリューション事業部長 

取 締 役 三奈木 輝 良 海外事業部長 

５．決算期後、平成17年４月１日付で、次のとおり監査役の担当または主な職業に変更があり

ました。 

地 位 氏 名 担 当 ま た は 主 な 職 業 

監 査 役 引 馬  滋 有限責任中間法人 ＣＲＤ協会 代表理事 



 

－  － 
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11．取締役および監査役に支払った報酬その他の職務遂行の対価

である財産上の利益の額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要 

取 締 役 ８名 483百万円
第128回定時株主総会（平成16年６月25日）の 
決議による取締役の報酬限度額750百万円 

監 査 役 ５名 98百万円
第128回定時株主総会（平成16年６月25日）の 
決議による監査役の報酬限度額150百万円 

計 13名 581百万円  

 （注）上記の支給のほかに、次のとおりの支給があります。 

１．使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額（賞与を含む）  200百万円 

２．第128回定時株主総会（平成16年６月25日）の決議に基づく退職慰労金制度廃止に伴う

打ち切り支給 取締役495百万円、監査役38百万円 

 

12．会計監査人に対する報酬等の額 

(1) 当社および当社の子法人等が会計監査人に支払うべ
き報酬等の合計額 

134百万円 

(2) 上記(1)の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年法
律第103号）第２条第１項の業務（財務書類の監査又
は証明）の対価として当社および当社の子法人等が
会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

134百万円 

(3) 上記(2)の合計額のうち、当社が会計監査人に支払う
べき会計監査人としての報酬等の額 

51百万円 

 （注）当社と会計監査人の監査契約において、商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、(3)の金額はこれらの

合計額を記載しております。 

 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成17年３月31日 現在） （単位：百万円）

 科   目 金 額 科   目 金 額 
資 産 の 部 負 債 の 部  

流 動 負 債  

支 払 手 形 1,087 

買 掛 金 26,773 

短 期 借 入 金 2,837 

１年内に返済予定の長期借入金 4,236 

コマーシャルペーパー 8,000 

未 払 金 7,702 

未 払 費 用 10,108 

未 払 法 人 税 等 378 

前 受 金 927 

預 り 金 495 

賞 与 引 当 金 6,911 

そ の 他 398 

流 動 負 債 合 計 69,855 

固 定 負 債  

社 債 20,000 

新株予約権付社債 30,000 

長 期 借 入 金 25,833 

長 期 未 払 金 18,613 

そ の 他 1,156 

固 定 負 債 合 計 95,603 

負 債 合 計 165,459 

資 本 の 部  

資 本 金 32,306 

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 35,255 

そ の 他 資 本 剰 余 金  

自己株式処分差益 20 

その他資本剰余金合計 20 

資 本 剰 余 金 合 計 35,276 

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 5,372 

任 意 積 立 金  

退 職 積 立 金 1,255 

配 当 準 備 積 立 金 1,235 

特 別 償 却 準 備 金 65 

固定資産圧縮積立金 1,866 

別 途 積 立 金 11,783 

任 意 積 立 金 合 計 16,205 

当 期 未 処 分 利 益 73,477 

利 益 剰 余 金 合 計 95,055 

その他有価証券評価差額金 8,274 

自 己 株 式 △ 8,167 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
製 品 
半 製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
短 期 貸 付 金 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
有 形 固 定 資 産 合 計 
無 形 固 定 資 産 
営 業 権 
特 許 権 
借 地 権 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 
無 形 固 定 資 産 合 計 
投 資 そ の 他 の 資 産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
長 期 貸 付 金 
従業員長期貸付金 
関係会社長期貸付金 
更 生 債 権 等 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
差 入 敷 金 保 証 金 
長 期 金 融 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投資その他の資産合計 
固 定 資 産 合 計  

18,029
4,462
73,290
73
4,637
3,048
10
4,342
311
2,147
448
9,344
38,774
7,264
443

△ 9,421
157,206

23,114
796
935
3
5,754
9,986
1,121
41,713

140
4
577
10,545
447
11,715

36,445
41,130
162
9,577
73
35
2,010
22
311
22,483
1,384
3,042
1,159
△  271
117,568
170,997

資 本 合 計 162,744 

資 産 合 計 328,203 負債及び資本合計 328,203 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

    （単位：百万円）
 科 目 金 額 
売 上 高   
製 品 売 上 高  249,778 

売 上 原 価   
期 首 製 品 た な 卸 高 5,521  
当 期 製 品 製 造 原 価 173,821  
他 勘 定 か ら 振 替 高 244  
合 計 179,587  
他 勘 定 へ 振 替 高 1,495  
期 末 製 品 た な 卸 高 4,637 173,455 
売 上 総 利 益  76,323 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  62,532 
営 業 利 益  13,790 

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 114  
有 価 証 券 利 息 62  
受 取 配 当 金 4,542  
諸 施 設 賃 貸 料 1,749  
雑 益 341 6,809 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 273  
社 債 利 息 158  
寄 付 金 103  
た な 卸 資 産 処 分 損 156  
た な 卸 資 産 評 価 損 1,500  
為 替 差 損 188  
諸 施 設 賃 貸 費 用 1,221  
損 害 賠 償 金 114  
雑 損 988 4,704 
経 常 利 益  15,896 

特 別 利 益   
固 定 資 産 売 却 益 140  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,992  
関 係 会 社 株 式 売 却 益 896  
そ の 他 350 3,380 

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 2  
固 定 資 産 除 却 損 224  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 13  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 12  
関 係 会 社 事 業 再 編 損 失 6,010  
生産移管に伴う品質対策費用 640  
そ の 他 328 7,232 
税 引 前 当 期 純 利 益  12,044 
法 人税、住民税及び事業税 53  
法 人 税 等 調 整 額 1,475 1,529 
当 期 純 利 益  10,515 
前 期 繰 越 利 益  63,874 
中 間 配 当 額  912 
当 期 未 処 分 利 益  73,477 



 

－  － 
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Ⅰ．重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっています。 

② その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定しています。） 

時価のないもの：移動平均法による原価法によっています。 

(2) デリバティブ 

時価法によっています。 

(3) たな卸資産 

① 半製品、原材料：総平均法による原価法によっています。 

② 製品、仕掛品 ：個別法による原価法によっています。 

③ 貯蔵品    ：最終仕入原価法による原価法によっています。 

但し、一部について、新製品開発、機種改良により、旧型化したもの等につき時

価を基準として評価替えを行っています。 

なお、これらの評価減額は、売上原価及び営業外費用に計上しています。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産：定率法によっています。 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除

く）については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物：３年～50年  機械及び装置：４年～７年 

(2) 無形固定資産：定額法によっています。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年間）に基づく定額法を採用しています。 

(3) 長期前払費用：均等償却によっています。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支給見込額の当期負担分を計上し

ています。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の報酬制度を見直し、退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給議

案が平成16年６月25日開催の第128回定時株主総会にて承認可決されています。当

該決議に基づき、役員退職慰労金を打ち切り支給し、役員退職慰労引当金は全額を

取り崩しています。 



 

－  － 
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４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及び通貨スワップについては振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建の貸付金及び予定取引の為替変動リスクをヘッジするために為替予約又は通

貨スワップを、借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップを利用

しています。 

(3) ヘッジ方針 

主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利用

することを基本方針としています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっています。 

(2) 商法施行規則第200条の規定に基づき、一部財務諸表等規則の定めるところによっ

ております。 

(3) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅱ．貸借対照表の注記 

１．関係会社に対する短期金銭債権 57,124百万円 

２．関係会社に対する長期金銭債権 2,010百万円 

３．関係会社に対する短期金銭債務 27,941百万円 

４．関係会社に対する長期金銭債務 861百万円 

５．保証債務 16,099百万円 

（うち保証債務     636百万円） 

（うち保証予約    15,462百万円） 

６．有形固定資産の減価償却累計額 60,709百万円 

７．貸借対照表上に計上した固定資産のほか、営業用自動車、診療所用医療器具、その他

事務用機器の一部についてリース契約により使用しております。 



 

－  － 
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８．売上債権遡求義務 

売掛金及び受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しております。 

その内、当社に遡求権の及ぶ譲渡残高は、売掛金2,936百万円及び受取手形3,508百

万円であります。 

９．その他有価証券の時価評価により、純資産額が8,274百万円増加しております。なお、

当該金額は商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に充当することが制限さ

れております。 

10．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,000百万円 

 借入実行残高 ―百万円 

 差引額 40,000百万円 

当社は、当社及び当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため取

引銀行４行と短期のコミットメントライン契約を締結しています。また、新たに金

融機関14行と、期間４年間のコミットメントライン契約を締結しました。 

 

Ⅲ．損益計算書の注記 

１．関係会社との取引高   関係会社との取引高は下記のとおりです。 

売上高 46,788百万円 

仕入高 139,507百万円 

営業取引以外の取引高 9,739百万円 

２．１株当たりの当期純利益 43円23銭 

 



 

－  － 
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利 益 処 分 案 
 

 （単位：円） 

科 目 金 額 

（当 期 未 処 分 利 益 の 処 分）   

当 期 未 処 分 利 益  73,477,644,336 

任 意 積 立 金 取 崩 額   

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 85,009,604  

特 別 償 却 準 備 金 24,597,380 109,606,984 

合    計  73,587,251,320 

これを次のとおり処分します。   

利 益 処 分 額   

利 益 配 当 金  912,097,335 

（１株につき ３円75銭）   

次 期 繰 越 利 益  72,675,153,985 

（その他資本剰余金の処分）   

そ の 他 資 本 剰 余 金  20,808,119 

その他資本剰余金次期繰越高  20,808,119 

 （注）平成16年12月３日に、912,263,741円（１株につき３円75銭）の中間配当を実施しました。 

 



 

－  － 
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会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成17年５月６日 

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 齊藤浩司

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 篠原 真

  

 

  
 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第
２条第１項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成16年４月１日から平成
17年３月31日までの第129期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限る。）及び利益処分案並び
に附属明細書（会計に関する部分に限る。）について監査を行った。なお、
営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関する部分は、
営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基
づく記載部分である。この計算書類及び附属明細書の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意
見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細
書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、
監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。な
お、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した子会社に対する監査手
続を含んでいる。 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 
(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益
の状況を正しく示しているものと認める。 
(2) 営業報告書（会計に関する部分に限る。）は、法令及び定款に従い会社
の状況を正しく示しているものと認める。 
(3) 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 
(4) 附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、商法の規定により
指摘すべき事項はない。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以  上

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告書 謄本 

 監 査 報 告 書  

  
 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第129期営
業年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報
告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。 
１．監査役の監査の方法の概要 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査
方針、監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取
締役、内部監査部門等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類
等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
し、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求めました。 
 また、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書に
つき検討を加えました。 
 取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償
の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取得
及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等
に対し報告を求め、詳細に調査いたしました。 
２．監査の結果 
(1) 会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。 
(2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。 
(3) 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘
すべき事項は認められません。 
(4) 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項
は認められません。 
(5) 取締役の職務遂行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行
為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が
行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに
自己株式の取得及び処分等についても取締役の義務違反は認められま
せん。 

 

 平成17年５月10日  
 横河電機株式会社 監 査 役 会  

 

常勤監査役 溝 口 文 雄 
常勤監査役 内 海 岱 基 
監 査 役 櫻 井 孝 頴 
監 査 役 橋 本  徹 
監 査 役 引 馬  滋 

  

 

 
（注）監査役・櫻井孝頴、監査役・橋本 徹及び監査役・引馬 滋は、株式会社の監査等に関する

商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 
 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（24）／ 2005/05/27 11:09（2005/05/27 11:09）／ 2k_04219483_03_os2横河電機様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

24

連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成17年３月31日 現在） （単位：百万円）

 科   目 金 額 科   目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部  

流 動 負 債  

支払手形及び買掛金 37,585 

短 期 借 入 金 14,244 

未 払 法 人 税 等 2,847 

賞 与 引 当 金 11,085 

そ の 他 50,743 

流 動 負 債 合 計 116,506 

固 定 負 債  

社 債 20,000 

新株予約権付社債 30,000 

長 期 借 入 金 28,040 

繰 延 税 金 負 債 312 

退 職 給 付 引 当 金 6,099 

役員退職慰労引当金 324 

長 期 未 払 金 24,270 

そ の 他 1,447 

固 定 負 債 合 計 110,494 

負 債 合 計 227,001 

少 数 株 主 持 分 4,515 

資 本 の 部  

資 本 金 32,306 

資 本 剰 余 金 35,463 

利 益 剰 余 金 106,663 

その他有価証券評価差額金 8,374 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 5,871 

自 己 株 式 △ 8,184 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

有 形 固 定 資 産 合 計 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 合 計 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投資その他の資産合計 

固 定 資 産 合 計 
 

40,720

116,916

74

51,136

11,372

15,200

△ 1,780

233,641

39,413

9,058

9,878

17,453

2,021

77,825

13,627

13,627

42,514

248

23,850

9,473

△  913

75,173

166,626
資 本 合 計 168,751 

資 産 合 計 400,268 負債、少数株主持分及び資本合計 400,268 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

    （単位：百万円）

 科 目 金 額 

売 上 高  387,053 

売 上 原 価  250,035 

売 上 総 利 益  137,018 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  112,261 

営 業 利 益  24,756 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 379  

受 取 配 当 金 1,371  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,060  

雑 益 834 3,646 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 810  

た な 卸 資 産 処 分 損 586  

た な 卸 資 産 評 価 損 2,211  

為 替 差 損 364  

雑 損 2,029 6,001 

経 常 利 益  22,401 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 221  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,060  

そ の 他 200 3,481 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 791  

固 定 資 産 除 却 損 990  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 20  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 120  

事 業 再 編 損 失 4,428  

退職給付制度変更による損失 2,950  

そ の 他 2,164 11,467 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  14,416 

法 人税、住民税及び事業税  3,055 

法 人 税 等 還 付 金  14 

法 人 税 等 調 整 額  1,193 

少 数 株 主 利 益 （控 除）  808 

当 期 純 利 益  9,372 



 

－  － 
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Ⅰ．連結の範囲の注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子法人等 80社 

主要な連結子法人等の名称は、｢営業報告書 Ⅱ．会社の概況 ８ 企業結合の状況｣

に記載しているため省略しております。 

新規設立に伴う増加 １社 

スマートＩＤテック株式会社 

合併に伴う減少 ２社 

テクノシステム九州株式会社、横河エンジニアリングサービス株式会社 

会社清算による減少 １社 

River Process Engineering Company（タイ） 

(2) 非連結子法人等 

主要会社名 

盛岡特機株式会社、横河エイ・アイ・エム株式会社 

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 非連結子法人等 ４社 

主要会社名 

盛岡特機株式会社、横河エイ・アイ・エム株式会社 

株式売却に伴う関連会社への移行による減少 １社 

早稲田大学ラーニングスクエア株式会社 

(2) 関連会社 12社 

主要会社名 

横河アナリティカルシステムズ株式会社、横河レンタ・リース株式会社 

株式売却に伴う非連結子法人等からの移行による増加 １社 

早稲田大学ラーニングスクエア株式会社 

株式売却による減少 １社 

SMaL Camera Technologies, Inc. 

(3) 持分法非適用の非連結子法人等及び関連会社 

主要会社名 

国際プリンティング有限会社、横河シカデン株式会社 

連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除いて

おります。 

(4) 持分法適用非連結子法人等、持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用しています。 

３．連結子法人等の事業年度等に関する事項 

連結子法人等のうち横河電機（蘇州）有限公司他11社の決算日は12月31日であるた

め、平成16年12月31日現在の計算書類を、Yokogawa USA, Inc.他46社の決算日は２

月28日であるため、平成17年２月28日現在の計算書類を、それぞれ使用しています。 

ただし、当該決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っています。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．重要な会計方針 

１．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっています。 

その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

主として平均法により算定しています。） 

時価のないもの：主として平均法による原価法によっています。 

② デリバティブ 

時価法によっています。 

③ たな卸資産 

製品・仕掛品については主として個別法による原価法によっており、その他につ

いては主として平均法による原価法によっています。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によっています。ただし、当社及び国内連結子法人等については、

平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について、定額法

によっています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物 ３年～50年  機械装置及び運搬具 ４年～10年 

② 無形固定資産 

定額法によっています。ただし、自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、主として翌期支給見込額の当期負担分を計上

しています。 

③ 退職給付引当金 

主要な連結子法人等では、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として10年）による按分額を処理しています。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理しています。 



 

－  － 
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④ 役員退職慰労引当金 

主要な連結子法人等では、役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しています。 

なお、当社では、役員及び執行役員の報酬制度を見直し、退職慰労金制度廃止に

伴う打ち切り支給議案が平成16年６月25日開催の第128回定時株主総会にて承認

可決されています。当該決議に基づき、役員退職慰労金を打ち切り支給し、役員

退職慰労引当金は全額を取り崩しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しています。 

なお、在外子法人等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘定に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

主として、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっています。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及び通貨スワップにつ

いては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

主として外貨建の貸付金及び予定取引の為替変動リスクをヘッジするために為替

予約又は通貨スワップを、借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利ス

ワップを利用しています。 

③ ヘッジ方針 

主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引を利

用することを基本方針としています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額を基礎にして判断しています。 

(7) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜き方式によっています。 

② 在外連結子法人等の会計処理基準 

在外連結子法人等では、一部当該国の会計原則に従った処理を行っています。 

③ 当連結会計年度より、改正後の商法施行規則第200条の規定に基づき、一部連結

財務諸表等規則の定めるところによっております。 

④ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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２．連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 

３．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定については、５年間の均等償却を行っています。ただし、少額のもの

については一括償却をしています。 

 

Ⅲ．追加情報 

（退職給付引当金について） 

国内連結子法人等のうち、２社は平成16年９月に、５社は平成16年10月に、１社は平

成17年４月に、それぞれ確定拠出年金制度に移行したため、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し、退職給付引当金を

取り崩しています。 

なお、本移行に伴う影響額については、当期の特別損失として3,234百万円を計上し

ています。 

 

Ⅳ．連結貸借対照表の注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 123,287百万円 

２．保証債務 

債務保証 335百万円 

保証予約 753百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

(1) 担保資産 

現金及び預金 12百万円 

建物及び構築物 1,159百万円 

土地 90百万円 

投資有価証券 1百万円 

在外連結子法人等の事業用資産                  3,184百万円 

  計 4,447百万円 

(2) 担保付債務 

支払手形及び買掛金 80百万円 

短期借入金 204百万円 

長期借入金                           1,060百万円 

  計 1,345百万円 

４．売上債権の流動化 

受取手形及び売掛金 25,946百万円 

 
受取手形及び売掛金譲渡残高のうち当社及び一部の 

連結子法人等に遡求権の及ぶもの 
6,783百万円

 



 

－  － 
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５．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,000百万円

 借入実行残高 ―百万円

 差引額 40,000百万円

当社は、当社及び当社グループの運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため取

引銀行４行と短期のコミットメントライン契約を締結しています。また、新たに金

融機関14行と、期間４年間のコミットメントライン契約を締結しました。 

 

Ⅴ．連結損益計算書の注記 

１株当たりの当期純利益 38円43銭 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

 独立監査人の監査報告書  

 平成17年５月13日 

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 中 央 青 山 監 査 法 人  

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 齊藤浩司

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 篠原 真

  

 

  

 当監査法人は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

19条の２第３項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成16年４月１日から

平成17年３月31日までの第129期営業年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表及び連結損益計算書について監査を行った。この連結計算書類の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当

監査法人が必要と認めて実施した子会社又は連結子会社に対する監査手続を

含んでいる。 

 監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及び定款に従い

横河電機株式会社及びその連結子法人等から成る企業集団の財産及び損益の

状態を正しく示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以  上

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書 謄本 

 連結計算書類に係る監査報告書  

  

 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第129期営

業年度の連結計算書類（連結貸借対照表及び連結損益計算書）に関して各監

査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役の監査の方法の概要 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査

方針、監査計画等に従い、連結計算書類について取締役等及び会計監査人

から報告及び説明を受け、監査いたしました。 

２．監査の結果 

 会計監査人中央青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

 

 平成17年５月17日  

 横河電機株式会社 監 査 役 会  

 

常勤監査役 溝 口 文 雄 

常勤監査役 内 海 岱 基 

監 査 役 櫻 井 孝 頴 

監 査 役 橋 本  徹 

監 査 役 引 馬  滋 
  

 

 
（注）監査役・櫻井孝頴、監査役・橋本 徹及び監査役・引馬 滋は、株式会社の監査等に関する

商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 
 

以  上 



 

－  － 
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議決権の行使についての参考書類 

 

１．総株主の議決権の数 2,428,059個 

 

２．議案および参考事項 

 

第１号議案 第129期利益処分案承認の件 

 議案の内容は、前記添付書類21頁に記載のとおりであります。 

 当期の利益配当金につきましては、安定した配当の維持、財務体質

強化の観点から、当期の中間配当金と同じく１株につき３円75銭(中間

配当を含め１株につき年７円50銭)とさせていただきたいと存じます。 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

１．変更の理由 

(1) 「電子公告制度の導入のための商法等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第87号）が平成17年２月１日に施行され、

定款に定めることにより公告の方法を電子公告とすることが認

められました。これに伴い、電子公告を採用することとし、現

行定款第４条（公告方法）に所要の変更を行うものであります。 

(2) 現在、定款の定める授権枠483,735,000株に対して発行済株

式の総数が253,967,991株となっていることを受け、機動的な

資本政策を可能にし、将来の事業拡大等、経営環境の変化にも

対応するため、現行定款第５条（株式の総数）に所要の変更を

行うものであります。 

(3) 執行役員制による経営体制が定着したことに伴い、取締役の

定員を合理的な水準に改めるため、現行定款第18条（取締役及

び監査役の数）に所要の変更を行うものであります。 



 

－  － 
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２．変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
 （下線は変更部分であります。）

 
現 行 定 款 変 更 案 

第４条（公告方法） 第４条（公告方法） 

当会社の公告は東京都に於いて発行される

日本経済新聞に掲載する。 

当会社の公告は電子公告により行う。ただ

し、電子公告によることができない事故そ

の他のやむを得ない事由が生じたときは、

東京都に於いて発行される日本経済新聞に

掲載して行う。 

第５条（株式の総数） 第５条（株式の総数） 

当会社の発行する株式の総数は４億8,373

万５千株とする。ただし、消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ず

る。 

当会社の発行する株式の総数は10億株とす

る。ただし、消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる。 

第18条（取締役及び監査役の数） 第18条（取締役及び監査役の数） 

当会社は取締役25名以内、監査役５名以内

を置く。 

監査役のうち１名以上は常勤とする。 

当会社は取締役15名以内、監査役５名以内

を置く。 

監査役のうち１名以上は常勤とする。 

 



 

－  － 
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第３号議案 取締役７名選任の件 

 取締役 内田 勲、永島 晃、勝部泰弘、八木和則、木村和彦、 

内藤正久の６氏は本総会終結の時をもって任期満了となり、取締役 

高橋征次氏は本総会終結の時をもって辞任されます。つきましては、

取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴および他の会社の代表状況 当社の発行株
式の保有数 

１ 
内 田  勲 
昭和11年９月27日生 

昭和35年４月 当社入社 

平成元年６月 取締役 Yokogawa Corporation 

of America 社長 

平成７年６月 常務取締役 生産事業部長、 

甲府事業所担当 

平成９年６月 専務取締役 

平成９年７月 専務取締役 営業統括、営業統括

本部長 

平成11年３月 代表取締役専務 営業統括、イン

ダストリアルオートメーション事

業本部長、北米地区事業統括 

平成11年６月 代表取締役社長 

現在に至る 

42,741株 

２ 
永 島  晃 
昭和22年２月４日生 

昭和46年４月 ㈱北辰電機製作所入社 

平成６年６月 当社取締役 インダストリアル

オートメーション事業センター 

副センター長兼開発本部長 

平成11年６月 取締役退任 

専務執行役員 インダストリアル

オートメーション事業本部 シス

テム事業部長、ＤＵＯＮＵＳセン

ター・ＥＤＡセンター担当 

平成13年６月 取締役 専務執行役員 システム

事業部長 

兼 Yokogawa Marex Limited 会長

平成15年４月 取締役 専務執行役員 技術開発

本部長 

兼 Yokogawa Marex Limited 会長

平成15年６月 取締役 専務執行役員 

技術開発本部長 

兼 インターネットノード㈱ 

代表取締役社長 

現在に至る 

28,671株 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴および他の会社の代表状況 当社の発行株
式の保有数 

3 
勝部 泰弘 
昭和20年３月31日生 

昭和47年９月 当社入社 

平成10年６月 取締役 テスタ事業部長 

平成11年６月 取締役退任 

常務執行役員 テスタ事業部長 

平成13年４月 専務執行役員 テスタ事業部長 

平成13年６月 取締役 専務執行役員 

テスタ事業部長 

平成15年４月 取締役 専務執行役員 

ATE事業本部長 

平成17年４月 取締役 専務執行役員 

原価企画本部長 

現在に至る 

14,396株 

4 
八木 和則 
昭和24年４月１日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成４年７月 経理部長 

平成11年10月 執行役員 経営企画部長、 

マーケティング部担当 

平成13年４月 常務執行役員 経営企画部長 

平成13年６月 取締役 常務執行役員 

経営企画部長 

平成14年６月 取締役 専務執行役員 

経営企画部長 

平成15年４月 取締役 専務執行役員 

経営企画本部長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 

コーポレート・マーケティング本

部長 

現在に至る 

20,897株 

 



 

－  － 
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番号 氏 名 
生 年 月 日 

略歴および他の会社の代表状況 当社の発行株
式の保有数 

5 
木村 和彦 
昭和32年４月27日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成12年４月 執行役員 生産事業部長、 

航空宇宙・特機事業部担当 

平成13年６月 取締役 執行役員 生産事業部長

兼 横河エレクトロニクス・マニ

ファクチャリング㈱ 代表取締役

社長 

平成14年６月 取締役 常務執行役員 生産事業

部長 兼 横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱ 

代表取締役社長 

平成15年４月 取締役 常務執行役員 生産事業

本部長 兼 横河エレクトロニク

ス・マニファクチャリング㈱ 

代表取締役会長 兼 横河電機 

（蘇州）有限公司 董事長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 ソリュー

ション事業本部長 兼 横河電機

（蘇州）有限公司 董事長 

平成17年４月 取締役 専務執行役員 ソリュー

ション事業部長 

現在に至る 

12,424株 

6 
藤 井  隆 
昭和30年８月６日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成15年４月 執行役員 ATE事業本部 

第１事業部長 

平成16年４月 執行役員 ATE事業本部 半導体

テストソリューション事業部長 

平成17年１月 常務執行役員 ATE事業本部 

半導体テストソリューション事業

部長 

平成17年４月 常務執行役員 ATE事業部長 

現在に至る 

3,249株 

7 
内藤 正久 
昭和13年２月20日生 

昭和36年４月 通商産業省入省 

平成３年６月 同省大臣官房長 

平成５年６月 同省産業政策局長 

平成10年４月 伊藤忠商事㈱ 代表取締役副社長

平成12年４月 同社取締役副会長 

平成15年６月 （財）日本エネルギー経済研究所

理事長、当社取締役 

現在に至る 

2,000株 

（注） 取締役候補者 内藤正久氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件を

満たしております。 



 

－  － 
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第４号議案 監査役１名選任の件 

 監査役 内海岱基氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 

氏 名
生 年 月 日

略歴および他の会社の代表状況 当社の発行株
式の保有数 

内海 岱基
昭和13年10月31日生

昭和36年４月 当社入社 

平成７年６月 取締役 

平成７年７月 取締役 技術企画室長、生産技術本部長 

平成９年６月 常務取締役 

平成９年７月 常務取締役 技術統括、技術開発本部長、

コンポーネント事業部・テスタ事業部担当

平成11年６月 専務取締役 

平成14年６月 常勤監査役 

現在に至る 

20,835株 

 
以 上 

 



 

－  － 
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インターネットによる議決権行使のご案内 
 
１ インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項 
議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承の上、行使して
いただきますよう、お願い申しあげます。 
1）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記 
ＵＲＬをご参照ください。）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、
議決権行使サイトは、携帯電話を用いたインターネットではご利用いただけませ
んのでご了承ください。インターネットにより、議決権を行使される場合は、招
集ご通知同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードが
必要となります。 
2）今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワードは、本総会に関してのみ有効
です。次の総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行いた
します。 
3）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネッ
トの行使を有効な行使としてお取扱いいたします。 
4）インターネットで複数回数、議決権行使をされた場合は、最後の行使を有効な行
使としてお取扱いいたします。 
5）インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、株主様
のご負担となります。 

 
２ インターネットによる議決権行使の具体的方法 
1）http://www.it-soukai.comまたはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jpにアクセスして下
さい。 
行使期間中の午前３時～午前５時は上記ＵＲＬにアクセスしていただけません。 

2）議決権行使コードおよびパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押してくださ
い。 
議決権行使コードおよびパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右上
に記載しております。 

3）画面の案内に従い、議決権を行使してください。 
 
３ ご利用環境 
◎パソコン   Windows機種、Macintosh機種 

(携帯電話、ＰＤＡ、ゲーム機には対応しておりません。) 
◎ブラウザ   Internet Explorer5.5以上、Netscape Communicator4.7以上 
◎インターネット環境 プロバイダーとの契約などインターネットが利用できる環境 
◎画面解像度  1024×768以上をご推奨いたします。 
Windows、Internet Explorerは、米国Microsoft社の登録商標です。 
Macintoshは、米国Apple Computer社の登録商標です。 
Netscape Communicatorは、米国Netscape社の登録商標です。 

 
４ セキュリティーについて 
行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しており
ますので、安心してご利用いただけます。 
また議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主様ご本人
を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意ください。当社より株
主様のパスワードをお問い合わせすることはございません。 

 
(お問い合わせ先) 

みずほ信託銀行 証券代行部 
TEL：0120-288-324(フリーダイヤル) 
(９：00～17：00 土日祝日を除く) 



 

 
 

 

 

 

 

 

（1）／ 2005/05/27 11:09（2005/05/27 11:09）／ 2k_04219483_99_os2横河電機様_招集_地図_P.doc 

 

 

 

 

 

 

 

株主総会会場ご案内図 
 

 

 

〒180-8750 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 

ＴＥＬ 0422-52-5530 




